
２ 賃金事情 
（１）賃金制度（集計表 第２表－①） 

ア 賃金表・賃金規定の有無 
賃金表がある企業は 、賃金規定はあるが賃金表がない企業は 、賃金規定がない企業は ％

であった。

＜図表２－１＞賃金表・賃金規定の有無

（単位：社、％）

集計企業数

賃金表・賃金規定の状況

賃金表あり
賃金規定はある

が賃金表なし
賃金規定なし その他 無回答

調査産業計

労組有

労組無

（ ）内は構成比（％）

 
イ 過去1年間の定期昇給の実施状況 

「定昇規定により実施」と答えた企業は 、「定昇規定はないが慣行により実施」と答えた企業は

であった。

 
＜図表２－２＞過去１年間の定期昇給の実施状況

（単位：社、％）

集計企業数

過去１年間の定期昇給の実施状況

定昇規定により

実施

定昇規定はある

が実施見送り

定昇規定はない

が慣行により実施

定昇の制度・

慣行なし
無回答

調査産業計

労組有

労組無

（ ）内は構成比（％）
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ウ 過去１年間のベースアップの実施状況

ベースアップについては、「実施」と答えた企業が 、「現状維持」と答えた企業が 、「ベ

ースダウン｣と答えた企業は であった。

＜図表２－３＞過去１年間のベースアップの実施状況

（単位：社、％）

集計企業数

過去１年間のベースアップの実施状況

実施 現状維持 ベースダウン その他 無回答

調査産業計

労組有

労組無

（ ）内は構成比（％）

 
（２）賞与・諸手当 

ア 賞与（集計表 第２表－②）

賞与規定の有無をみると、「支給時期のみ定めている」と回答した企業は ％、「支給時期及び額を

定めている」と回答した企業が ％で、合計 の企業が賞与規定を定めていた。 
 
＜図表２－４＞賞与規定の有無

（単位：社、％）

集計企業数 無回答支給時期のみ

定めている

支給時期及び

額を定めている
賞与規定なし

調査産業計

労組有

労組無

（ ）内は構成比（％）
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イ 過去 年間（平成 年 月～平成 年 月）の賞与支給額（集計表 第２表－③）

過去 年間に賞与を支給した企業の平均金額は、 年の夏季一時金が 円、 年の年末一時金

が 円、その他賞与が 円で、合計すると 円であった。

 
＜図表２－５＞賞与の支給額

（単位：社、円）

集計企業数
賞与支給

企業数

支給なし

無回答
支給額（円）

年夏季

一時金

年年末

一時金
左記以外 支給額合計

調査産業計

労組有

労組無

 
 
ウ 過去 年間（平成 年 月～平成 年 月）に賞与を支給した企業の分布

平均値は 円、中央値は 円であった。

 
  

エ 査定等による賞与格差（集計表 第２表－④）

「査定等による賞与格差」に回答した企業は ％であった。うち「査定等を行っていないため格差

なし」が ％、「 ％未満」が ％、「 ％以上 ％未満」が ％で、格差 ％未満の企業が ％

（査定等未実施を含む）であった。

 
＜図表２－７＞査定等による賞与格差（同一年齢、同一職階）

（単位：社、％）

区分
集 計

企業数
記入あり 無回答１０％

未満

１０～

２０％

２０～

３０％

３０～

４０％

４０～

５０％

５０％

以上

査定等を行っ

ていないた

め格差なし

調査産業計

（ ）内は構成比 ＜＞内は回答企業構成比
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オ 役付手当（集計表 第２表－⑤⑥） 
集計企業のうち、役付手当を支給する企業は ％であった。うち「同一役職の支給額は同じ」と回

答した企業は ％、「同一役職でも支給額は異なる」と回答した企業は ％であった。

「同一役職の支給額は同じ」としている企業の平均支給額は、部長 円、課長 円、係長

円であった。一方、「同一役職でも支給額は異なる」としている企業の平均支給額は、部長

円、課長 円、係長 円であった。

＜図表２－８＞役付手当の支給状況

（単位：社、％）

集計企業数 支給あり 支給なし 無回答
同一役職

の支給額

は同じ

同一役職

でも支給額

は異なる

無回答

調査産業計

（ ）＜ ＞内は構成比（％）

 
＜図表２－９＞役付手当の平均支給額

（単位：円）

同一役職につき同一金額を支給 同一役職でも支給額が異なる

部長 課長 係長 部長 課長 係長

調査産業計

～ 人

～ 人

～ 人
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カ 住宅手当（集計表 第２表－⑦⑧） 
集計企業のうち、住宅手当を支給する企業は ％であった。支給企業の ％は住宅の形態に関わ

りなく一律支給をしており、平均支給額は世帯主（扶養家族あり）で 円、単身者世帯主

円であった。

また、支給企業の ％は住宅の形態別に支給しており、平均支給額は世帯主（扶養家族あり）の場合、

民営借家 円、公営借家 円、持家 円、単身世帯主の場合、民営借家 円、公

営借家 円、持家 円であった。

＜図表２－１０＞住宅手当の支給状況

（単位：社、％）

集計企業数 支給あり 支給なし 無回答
一律支給

住宅の

形態別

支給

その他 無回答

調査産業計

（ ）＜ ＞内は構成比（％）

＜図表２－１１＞住宅手当の平均支給額

（単位：円）

一律支給 住宅の形態別支給

世帯主

扶養家族

あり

単身者

世帯主

世帯主扶養家族あり 単身者世帯主

民営

借家

公営

借家
持家

民営

借家

公営

借家
持家

調査産業計

～ 人

～ 人

～ 人
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キ 家族手当（集計表 第２表－⑨⑩） 
集計企業のうち、家族手当を支給する企業は ％であった。支給企業の ％は、扶養家族ごとに

異なる額を支給しており、平均支給額は第一扶養（配偶者） 円、第二扶養（第一子） 円、

第三扶養（第二子） 円、第四扶養（第三子） 円であった。

＜図表２－１２＞家族手当の支給状況

（単位：社、％）

集計企業数 支給あり 支給なし 無回答
一律支給

家族により

異なる
無回答

調査産業計

（ ）＜ ＞内は構成比（％） 
 

＜図表２－１３＞家族手当の平均支給額  
     

（単位：円）

一律支給

家族により異なる（家族別支給）

第一扶養

配偶者

第二扶養

第一子

第三扶養

第二子

第四扶養

第三子

調査産業計

～ 人

～ 人

～ 人
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